
南 国 市 老 朽 住 宅除 却 事 業 費 補 助金 交 付 要 綱

平 成 ２ ９ 年 ６ 月 １ ６ 日 告 示 第 ７ ８ 号

令 和 ２ 年 ４ 月 １ ３ 日 告 示 第 ５ ２ 号

令 和 ２ 年 ５ 月 １ ９ 日 告 示 第 ８ ８ 号

令 和 ３ 年 ３ 月 ８ 日 告 示 第 ３ ２ 号

令 和 ４ 年 ３ 月 １ ６ 日 告 示 第 ２ ６ 号

（ 趣 旨 ）

第 １ 条 こ の 要 綱 は 、南 国 市 補 助 金 の交 付 に 関 する 条例 （ 昭 和 ５３ 年南 国 市条 例第

２ ０ 号 ） 第 １ ７ 条 の規 定 に 基 づ き 、南 国 市 内 に存 する 老 朽 化 した 住宅 の 除却 に要

す る 費 用 を 補 助 す るこ と に よ り 、 老朽 化 し た 住宅 の除 却 を 促 進し 、地 震 等の 自然

災 害 に よ る 被 害 及 び住 宅 の 管 理 不 全な 状 態 に よる 事故 等 の 防 止を 図り 、 もっ て市

民 が 安 全 で 安 心 し て住 め る 災 害 に 強い ま ち づ くり を推 進 す る こと を目 的 とす る南

国 市 老 朽 住 宅 除 却 事業 費 補 助 金 （ 以下 「 補 助 金」 とい う 。 ） を交 付す る こと に関

し 、 必 要 な 事 項 を 定め る も の と す る。

（ 補 助 対 象 事 業 ）

第 ２ 条 補 助 金 の 交 付の 対 象 と な る 事業 （ 以 下 「補 助対 象 事 業 」と いう 。 ）は 、次

に 掲 げ る 要 件 の 全 てを 満 た す 住 宅 （戸 建 て 、 長屋 及び 共 同 住 宅（ 併用 住 宅を 含む 。

） を い い 、 貸 家 を 含む 。 以 下 同 じ 。） （ 以 下 「対 象住 宅 」 と いう 。） の 全部 を除

却 す る 工 事 （ 建 設 業法 （ 昭 和 ２ ４ 年法 律 第 １ ００ 号） 第 ３ 条 第１ 項の 許 可を 受け

て 建 設 業 を 営 む 者 又は 建 設 工 事 に 係る 資 材 の 再資 源化 等 に 関 する 法律 （ 平成 １２

年 法 律 第 １ ０ ４ 号 ）第 ２ １ 条 第 １ 項の 登 録 を 受け て解 体 工 事 業を 営む 者 に請 け負

わ せ る も の に 限 る 。） で あ っ て 、 補助 金 を 受 けよ うと す る 年 度の １月 末 日ま でに

完 了 す る も の と す る。

(1) 南 国 市 内 に 存 する こ と 。

(2) 地 域 防 災 計 画 （災 害 対 策 基 本 法（ 昭 和 ３ ６年 法律 第 ２ ２ ３号 ）第 ２ 条第 １０

号 に 規 定 す る 地 域防 災 計 画 を い う。 ） に よ り緊 急輸 送 道 路 若し くは 避 難路 とさ

れ た も の 、 耐 震 改修 促 進 計 画 （ 建築 物 の 耐 震改 修の 促 進 に 関す る法 律 （平 成７

年 法 律 第 １ ２ ３ 号） 第 ５ 条 第 １ 項の 規 定 に より 高知 県 が 定 める 建築 物 の耐 震診

断 及 び 耐 震 改 修 の促 進 を 図 る た めの 計 画 並 びに 同法 第 ６ 条 第１ 項の 規 定に より
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南国 市が 定 め る 建築 物 の 耐 震 診 断及 び 耐 震 改修 の 促 進 を 図 る た め の 計 画 を い う 。

）に より 避 難 路 とさ れ た も の 又 は南 国 市 が 定め る 津 波 避 難 計 画 に よ り 避 難 路 と

され たも の （ 以 下「 避 難 路 等 」 とい う 。 ） に隣 接 す る こ と 。

(3) 昭 和５ ６ 年 ５ 月３ １ 日 以 前 に 建築 さ れ た 木造 の 住 宅 で 、 かつ 、 現 に 使 用 さ れ

てい ない も の で ある こ と 。

(4) 当 該住 宅 の 倒 壊又 は 火 災 に よ り周 囲 の 家 屋又 は 避 難 路 等 に被 害 を 及 ぼ す お そ

れが ある こ と 。

(5) 別 表に 規 定 す る「 住 宅 の 老 朽 度の 測 定 基 準」 に よ る 評 点 が１ ０ ０ 以 上 と な る

こと 。

(6) 国 、地 方 公 共 団体 そ の 他 の 公 の機 関 が 所 有す る も の で な いこ と 。

２ 昭和 ５６ 年 ６ 月 １日 以 後 に 建 築 され た 木 造 の住 宅 に つ い て 、現 に 倒 壊 の お そ れ

が ある と市 長 が 認 める 場 合 は 、 対 象住 宅 と み なす も の と す る 。

（ 補助 対象 者 ）

第 ３ 条 補助 金 の 交 付の 対 象 と な る 者（ 以 下 「 補助 対 象 者 」 と い う 。 ） は 、 次 の 各

号 のい ずれ か に 該 当す る 個 人 又 は 法人 で 対 象 住宅 の 除 却 を 行 うも の と す る 。

(1) 登 記記 録 に 現 に効 力 を 有 す る 所有 権 の 登 記名 義 人 （ 権 利 部の な い 場 合 は 表 題

部所 有者 ） と し て記 録 さ れ て い る者

(2) 対 象住 宅 が 未 登記 の 場 合 に お いて 、 固 定 資産 家 屋 補 充 課 税台 帳 に 所 有 者 と し

て登 録さ れ て い る者

(3) 前 ２号 に 掲 げ る者 の ほ か 、 対 象住 宅 の 所 有権 を 有 す る こ とを 証 明 で き る 者

(4) 前 ３号 に 規 定 する 者 の 相 続 人

２ 前項 の規 定 に か かわ ら ず 、 南 国 市税 及 び 高 知県 税 を 滞 納 し てい る 者 に つ い て は 、

補 助金 の交 付 の 対 象と し な い も の とす る 。

（ 補助 対象 経 費 ）

第 ４ 条 補助 金 の 交 付の 対 象 と な る 経費 （ 以 下 「補 助 対 象 経 費 」 ） は 、 補 助 対 象 者

が 行う 補助 対 象 事 業に 要 す る 経 費 とす る 。

（ 補助 金額 ）

第 ５ 条 補助 金 の 額 は、 次 の 各 号 に 規定 す る 額 のい ず れ か 少 な い 方 の 額 （ ９ ２ ５ ，

０ ００ 円を 限 度 と する 。 ） と し 、 予算 の 範 囲 内で 交 付 す る 。 ただ し 、 当 該 額 に １ ，

０ ００ 円未 満 の 端 数が あ る と き は 、当 該 端 数 を切 り 捨 て る も のと す る 。

(1) 補 助対 象 経 費 の合 計 額 に １ ０ 分の ８ を 乗 じて 得 た 額
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(2) １ 平 方 メ ー ト ル当 り 限 度 額 （ 当該 年 度 に おい て国 土 交 通 省が 定め る 「住 宅局

所 管 事 業 に 係 る 標準 建 設 費 等 に つい て 」 に 規定 する 額 を い う。 ）に 除 却す る対

象 住 宅 の 延 床 面 積を 乗 じ て 得 た 額に １ ０ 分 の８ を乗 じ て 得 た額

（ 補 助 対 象 事 業 の 認定 申 請 ）

第 ６ 条 補 助 対 象 者 は、 補 助 金 の 交 付を 受 け よ うと する と き は 、住 宅の 除 却に 着手

す る 前 に 、 補 助 対 象事 業 認 定 申 請 書（ 様 式 第 １号 。以 下 「 認 定申 請書 」 とい う。

） を 市 長 に 提 出 し 、補 助 対 象 事 業 であ る こ と の認 定を 受 け な けれ ばな ら ない 。

２ 認 定 申 請 書 に は 、次 に 掲 げ る 書 類を 添 付 し なけ れば な ら な い。

(1) 除 却 し よ う と する 住 宅 （ 以 下 この 項 に お いて 「除 却 住 宅 」と いう 。 ）に 係る

登 記 事 項 証 明 書 （写 し ） 、 土 地 ・家 屋 課 税 台帳 兼名 寄 帳 （ 写し ）又 は 除却 住宅

の 所 有 権 を 有 す るこ と を 証 明 で きる も の

(2) 除 却 住 宅 の 位 置図 （ 付 近 見 取 図）

(3) 除 却 住 宅 の 配 置図 及 び 各 階 平 面図 （ 寸 法 の入 った も の ）

(4) 除 却 住 宅 の 外 観写 真

(5) 認 定 申 請 書 を 提出 す る 補 助 対 象者 が 南 国 市税 及び 高 知 県 税を 滞納 し てい ない

こ と を 証 す る 書 類

(6) 事 業 計 画 書 （ 様式 第 ２ 号 ）

(7) 除 却 住 宅 が 複 数人 の 共 有 で あ る場 合 （ 相 続に 係る 共 有 で ある 場合 を 含む 。）

は 、 認 定 申 請 書 を提 出 す る 補 助 対象 者 を 除 く共 有者 全 員 が 除却 に同 意 して いる

こ と が 分 か る 書 類（ 当 該 書 類 を 提出 す る こ とが でき な い と きは 、当 該 認定 申請

書 を 提 出 す る 補 助対 象 者 の 誓 約 書（ 様 式 第 ３号 ））

(8) そ の 他 市 長 が 必要 と 認 め る 書 類

（ 補 助 対 象 事 業 の 認定 ）

第 ７ 条 市 長 は 、 認 定申 請 書 の 提 出 があ っ た 場 合は 、そ の 内 容 の審 査及 び 現地 調査

を 行 い 、 補 助 対 象 事業 と し て 認 定 する と き は 補助 対象 事 業 認 定通 知書 （ 様式 第４

号 ） に よ り 、 補 助 対象 事 業 と し て 認定 し な い とき は補 助 対 象 事業 認定 申 請却 下通

知 書 （ 様 式 第 ５ 号 ）に よ り 、 当 該 補助 対 象 者 に通 知す る も の とす る。

２ 市 長 は 、 前 項 に 規定 す る 認 定 に 際し て 、 必 要な 条件 を 付 す こと がで き る。

（ 認 定 内 容 の 変 更 等）

第 ８ 条 前 条 第 １ 項 に規 定 す る 認 定 の決 定 の 通 知を 受け た 補 助 対象 者（ 以 下「 補助

事 業 者 」 と い う 。 ）は 、 当 該 認 定 を受 け た 補 助対 象事 業 （ 以 下「 補助 事 業」 とい
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う 。） の内 容 を 変 更し 、 又 は 中 止 しよ う と す ると き は 、 あ ら かじ め 変 更 等 承 認 申

請 書（ 様式 第 ６ 号 ）に 必 要 な 書 類 を添 え て 市 長に 提 出 し な け れば な ら な い 。

２ 市長 は、 前 項 の 申請 書 の 提 出 が あっ た と き は、 こ れ を 審 査 し、 変 更 又 は 中 止 の

可 否を 決定 し 、 変 更等 承 認 通 知 書 （様 式 第 ７ 号） に よ り 補 助 事業 者 に 通 知 す る も

の とす る。

（ 実績 報告 ）

第 ９ 条 補助 事 業 者 は、 補 助 事 業 が 完了 し た と きは 、 当 該 年 度 の １ 月 末 日 ま で に 実

績 報告 書（ 様 式 第 ８号 ） に 次 に 掲 げる 関 係 書 類を 添 え て 市 長 に報 告 し な け れ ば な

ら ない 。た だ し 、 市長 が 特 別 の 理 由が あ る と 認め た と き は ， この 限 り で な い 。

(1) 工 事請 負 契 約 書の 写 し

(2) 工 事完 了 写 真 （工 事 前 及 び 工 事後 の 状 況 が分 か る も の ）

(3) 廃 棄物 管 理 票 の写 し （ Ｅ 票 ）

(4) 工 事代 金 領 収 書（ 補 助 事 業 者 が補 助 金 の 交付 の 請 求 及 び 受領 を 住 宅 の 除 却 を

請け 負っ た 者 に 委任 す る 場 合 は 、補 助 事 業 に要 し た 経 費 か ら 補 助 金 交 付 申 請 予

定額 を差 し 引 い た額 を 支 払 っ た こと が わ か る領 収 書 ） の 写 し

(5) 工 事見 積 書 (内 訳 明 細の 付 い た も の )

(6) そ の他 市 長 が 必要 と 認 め る 書 類

２ 補助 事業 者 は 、 実績 報 告 書 の 提 出に 当 た っ て、 当 該 補 助 金 に係 る 消 費 税 仕 入 控

除 税額 等（ 補 助 対 象経 費 に 含 ま れ る消 費 税 及 び地 方 消 費 税 の 相当 額 の う ち 、 消 費

税 法（ 昭和 ６ ３ 年 法律 第 １ ０ ８ 号 ）に 規 定 す る仕 入 れ に 係 る 消費 税 額 と し て 控 除

す るこ とが で き る 部分 の 金 額 及 び 当該 金 額 に 地方 税 法 （ 昭 和 ２５ 年 法 律 第 ２ ２ ６

号 ）に 規定 す る 地 方消 費 税 率 を 乗 じて 得 た 金 額に 補 助 率 を 乗 じて 得 た 金 額 を い う 。

以 下同 じ。 ） が あ る場 合 は 、 こ れ を減 額 し て 報告 し な け れ ば なら な い 。

(完了 検査 )

第 １ ０条 市 長 は 、 前条 の 報 告 が あ った 場 合 は 、そ の 書 類 の 審 査 及 び 現 地 調 査 等 を

行 い、 補助 事 業 の 認定 の 内 容 に 適 合す る と 認 める と き は 、 検 査確 認 通 知 書 (様 式

第 ９号 ）に よ り 、 補助 事 業 者 に 通 知す る も の とす る 。

（ 補助 金の 交 付 申 請）

第 １ １条 前 条 の 検 査確 認 通 知 書 を 受け た 補 助 事業 者 は 、 補 助 金 の 交 付 を 受 け よ う

と する とき は 、 補 助金 交 付 申 請 書 （様 式 第 １ ０号 ） を 確 認 通 知を 受 け た 日 か ら 起

算 して ３０ 日 を 経 過し た 日 又 は 当 該年 度 の ２ 月末 日 の い ず れ か早 い 日 ま で に 市 長
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に 提 出 し な け れ ば なら な い 。

（ 補 助 金 の 交 付 決 定）

第 １ ２ 条 市 長 は 、 前条 の 申 請 書 の 提出 が あ っ た場 合は 、 速 や かに その 内 容を 審査

し 、 適 当 と 認 め る とき は 、 補 助 金 交付 決 定 通 知書 （様 式 第 １ １号 ）に よ り補 助事

業 者 に 通 知 す る も のと す る 。

（ 補 助 金 の 交 付 請 求及 び 交 付 ）

第 １ ３ 条 補 助 事 業 者は 、 前 条 に 規 定す る 補 助 金交 付決 定 通 知 書を 受け た とき は、

当 該 年 度 の ２ 月 末 日ま で に 補 助 金 交付 請 求 書 （様 式第 １ ２ 号 ）に より 市 長に 補助

金 の 交 付 を 請 求 す るも の と す る 。

２ 市 長 は 、 前 項 の 請求 が あ っ た 場 合は 、 速 や かに その 内 容 を 審査 し、 適 当と 認め

た と き は 、 補 助 金 を交 付 す る も の とす る 。

（ 代 理 受 領 ）

第 １ ４ 条 補 助 事 業 者は 、 前 条 第 １ 項の 規 定 に よる 補助 金 の 交 付の 請求 及 び受 領を 、

住 宅 の 除 却 を 請 け 負っ た 者 に 委 任 する 方 法 （ 以下 「代 理 受 領 」と いう 。 ）に より

行 う こ と が で き る 。た だ し 、 補 助 事業 者 が 、 当該 補助 事 業 に 要し た経 費 のう ち自

己 の 負 担 に 係 る 金 額を 超 え る 額 を 、住 宅 の 除 却を 請け 負 っ た 者に 支払 っ てい る場

合 は 、 当 該 補 助 事 業に 係 る 補 助 金 につ い て 代 理受 領は で き な いも のと す る。

２ 代 理 受 領 に よ り 補助 金 の 交 付 を 受け よ う と する 者は 、 補 助 事業 者が 第 １２ 条に

規 定 す る 補 助 金 の 交付 の 決 定 を 受 けた と き は 、当 該年 度 の ２ 月末 日ま で に補 助金

交 付 請 求 書 （ 代 理 受領 ） （ 様 式 第 １３ 号 ） に 、代 理受 領 に 関 する 委任 状 （様 式第

１ ４ 号 ） を 添 え て 、市 長 に 補 助 金 の交 付 を 請 求す るも の と す る。

３ 市 長 は 、 前 項 の 請求 が あ っ た 場 合は 、 速 や かに その 内 容 を 審査 し、 適 当と 認め

た と き は 、 当 該 請 求を 行 っ た 者 に 補助 金 を 交 付す るも の と す る。

（ 遵 守 事 項 ）

第 １ ５ 条 補 助 金 の 交付 を 受 け た 補 助事 業 者 （ 代理 受領 を 行 っ た補 助事 業 者を 含む 。

） は 、 補 助 金 に 係 る収 入 及 び 支 出 を明 ら か に した 帳簿 を 備 え 、当 該収 入 及び 支出

に つ い て 証 拠 書 類 を整 理 し 、 補 助 金の 交 付 を 受け た年 度 の 翌 年度 から 起 算し て１

０ 年 間 、 保 管 す る こと 。

（ 補 助 金 の 交 付 決 定の 取 消 し 等 ）

第 １ ６ 条 市 長 は 、 補助 金 の 交 付 の 決定 を 受 け た補 助事 業 者 が 次の 各号 の いず れか

に 該 当 す る と 認 め る場 合 は 、 補 助 金の 交 付 の 決定 の全 部 又 は 一部 を取 り 消し 、既
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に 交付 した 補 助 金 があ る と き は 、 当該 取 消 し に係 る 額 の 返 還 を求 め る も の と す る 。

(1) 偽 りそ の 他 不 正の 手 段 に よ り 補助 金 の 交 付の 決 定 を 受 け たと き 。

(2) 除 却の 工 事 の 実施 方 法 が 不 適 当と 認 め ら れる と き 。

(3) 南 国市 補 助 金 の交 付 に 関 す る 条例 及 び こ の要 綱 の 規 定 に 違反 し た と き 。

（ 調査 等）

第 １ ７条 市 長 は 、 補助 金 の 交 付 の 適正 な 執 行 を確 保 す る た め に 必 要 な 限 度 に お い

て 、補 助金 の 交 付 の決 定 を 受 け た 補助 事 業 者 に対 し 、 書 類 の 提出 若 し く は 報 告 を

求 め、 又は 必 要 な 調査 を す る こ と がで き る 。

（ その 他）

第 １ ８条 こ の 要 綱 に定 め る も の の ほか 、 補 助 金の 交 付 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 市 長

が 別に 定め る 。

附 則

こ の要 綱は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る。

附 則 （ 令 和 ２年 告 示 第 ５ ２ 号）

こ の要 綱は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る。

附 則 （ 令 和 ２年 告 示 第 ８ ８ 号）

こ の要 綱は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る。

附 則 （ 令 和 ３年 告 示 第 ３ ２ 号）

こ の要 綱は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る。

附 則 （ 令 和 ４年 告 示 第 ２ ６ 号）

こ の要 綱は 、 公 布 の日 か ら 施 行 す る。



 

様式第１号（第６条関係） 

                                 年  月  日  

 

 南国市長        様 

 

                           （〒   -    ） 

                       住  所 

                       フリガナ 

                  申請者  氏  名                印 

電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

補助対象事業認定申請書 

 

南国市老朽住宅除却事業費補助金の事業の認定を受けたいので、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第

６条第１項の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 

また、申請内容の確認のために必要があるときは、不動産登記に関すること、固定資産に関すること、住民基

本台帳、戸籍台帳等に関することについて市長が関係機関へ調査を行うこと及び申請に係る住宅の立入り調査を

行うことに同意します。 

 

記 

 

住宅の所在地   

住宅の所有者の住所・氏名 

住 所 

 

氏 名 

住宅の概要 

 

構   造      木造    階建て 

 

延床面積              ㎡ 

 

建築年月日          年   月   日 

 

地名地番 

 

 

１ 申請者区分 

南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第３条第１項 

 

□ ア 第１号該当 

 

□ イ 第２号該当 

 

□ ウ 第３号該当 

 

□ エ 第４号該当     



 

２ 添付書類 

 

    ● 必 須 

□ 建物の登記事項証明書（写し、取得後３月以内のもの） 

※建物が未登記の場合は、土地・家屋課税台帳兼名寄帳（写し）（申請時において最新のもの） 

※建物が未登記の場合で土地・家屋課税台帳兼名寄帳に登録がないときは、これに代わる建物の

所有者であることを証明できるもの 

□ 位置図（付近見取図） 

□ 配置図及び各階平面図（寸法の入ったもの） 

□ 外観写真 

□ 南国市税及び高知県税を滞納していないことを証する書類 

□ 事業計画書（様式第２号） 

 

● １の申請者区分のア、イ又はウに該当し、当該所有者が複数人である場合 

    

□ 所有者全員の同意書 

□ 誓約書（所有者全員の同意書が提出できない場合）（様式第３号） 

     

    ● １の申請者区分のエに該当する場合 

 

□ 戸籍謄本及び附票の写し（被相続人と相続人全員が分かるもの） 

□ 相続人全員の同意書 

□ 誓約書（相続人全員の同意書が提出できない場合）（様式第３号） 

 

    

 

    ● その他必要に応じ上記以外の書類の提出をお願いすることがあります。



 

様式第２号（第６条関係） 

 

事業計画書 

 

申請者 

（所有者） 

住   所  

 

氏   名  

住宅の概要 

 

所 在 地  

 

構   造       木造    階建て 

 

建築年月日         年  月  日 

 

  合計床面積              ㎡ 

  （内訳） 

  

 

施工予定者 

所在地  

商号 

及び代表者名 

又は個人氏名 

 

許可番号 

又は登録番号 

□ 建設業許可 

□ 国土交通大臣 ・ □ 高知県知事 

第      号 

 

□ 解体工事業登録 

第      号 

連絡先  

工事見積額 金              円   

予定工期    年    月    日 ～      年    月    日 

備考  



 

様式第３号（第６条関係） 

 

誓 約 書 

 

                          年  月  日  

 

 南国市長        様 

 

                          （〒   -    ） 

                       住  所 

                       フリガナ 

                       氏  名                印 

                       電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

私は、南国市老朽住宅除却事業の実施に当たり、下記物件に係る紛争等が生じた場合、責任を持って解決し、

南国市に対して一切の損害を与えないことを誓約します。 

また、下記事項を確認するため、固定資産に関すること、住民基本台帳、戸籍台帳等に関することについて市

長が関係機関へ調査を行うことに同意します。 

 

記 

 

１ 住宅の所在地         

 

 

２ 住宅の所有者（共有者）又は相続人（本人以外）の氏名及び本人との続柄 

 

 

 

 

 

 

３ 同意書を提出することができない理由 



 

様式第４号（第７条関係） 

                                       南国市指令第   号  

 

 

          様  

                        

 

補助対象事業認定通知書 

 

年  月  日付け補助対象事業認定申請については、下記のとおり認定したので、南国市老朽住宅

除却事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により通知します。  

 

    年  月  日 

 

南国市長       印   

 

記 

 

住宅の所在地 
 

住宅の所有者の住所・氏名 

 

住 所 

 

氏 名 

 

住宅の概要 

 

構   造      木造    階建て 

 

延床面積              ㎡ 

 

建築年月日          年   月   日 

 

地名地番 

 

 

認定の条件 

(1)  補助金の交付申請は、この認定通知を受け、実績報告書を提出し、完了検査の確認通知の後に行うこ

と。 

(2) 事業内容を変更又は中止する場合は、あらかじめ市長に申請し、その承認を受けること。 

(3) 補助対象者が南国市補助金の交付に関する条例別表に掲げる事項のいずれかに該当すると認められる場

合は、補助金の交付の決定の一部又は全部を取り消し、補助金を返還させるものとする。 

(4) 除却工事が建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第９条第１項に規

定する対象建設工事である場合には、同法第１０条第１項に規定する届出をすること。 



 

様式第５号（第７条関係） 

                                       南国市指令第   号  

 

 

様  

                        

 

補助対象事業認定申請却下通知書 

 

年 月 日付け補助対象事業認定申請については、下記の理由により補助対象事業の認定の要件に該

当しないため、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定により通知します。  

 

    年  月  日 

 

南国市長       印   

 

記 

 

 

補助金の認定の要件に該当しない理由 

 

 

１ 住宅の老朽度の測定基準による評点が１００未満のため（第２条関係）          

                                               

 

 

２ その他              

                                               

 

   

             

                                               



 

様式第６号（第８条関係） 

                                 年  月  日  

 

 南国市長        様 

 

                           （〒   -    ） 

                       住  所 

                       フリガナ 

                  申請者  氏  名                印 

                       電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

変更等承認申請書 

 

     年  月  日付け南国市指令第  号により認定を受けた南国市老朽住宅除却事業費補助金に係る

事業について、下記のとおり事業内容の変更・中止をしたいので、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第

８条第１項の規定により変更等の承認を申請します。 

 

 

記 

 

１ 変更等の理由 

 

 

 

 

 

２ 変更等の内容 

 

 

 

 

 

３ 添付書類 

 

 

 

 

 

 



 

様式第７号(第８条関係)  

                                       南国市指令第   号  

 

 

様  

 

 

変更等承認通知書 

 

年  月  日付けで変更の申請のありました南国市老朽住宅除却事業費補助金に係る事業について

は、下記のとおり認定したので、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第８条第２項の規定により通知しま

す。 

 

    年  月  日 

 

南国市長       印   

 

 

記 

   

承認する内容 



 

様式第８号（第９条関係） 

                                 年  月  日  

 

 南国市長        様 

 

                           （〒   -    ） 

                       住  所 

                       フリガナ 

                  報告者  氏  名                印 

                       電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

実績報告書 

 

  年 月 日付け南国市指令   第  号で、認定を受けた南国市老朽住宅除却事業費補助金につい

て、補助事業が完了したので、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、関係書類

を添えて、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請予定額    金         円（1,000円未満切り捨て） 

補助金交付申請予定額の算出根拠（(1)又は(2)のうちいずれか少ない方の額（限度額925,000円）） 

(1) 補助対象経費 × 0.8                      ＝ ￥          （1,000円未満切り捨て） 

(2) １㎡当り限度額 × 延床面積（㎡ ） × 0.8  ＝ ￥          （1,000円未満切り捨て） 

    ※１㎡当り限度額は当該年度において国土交通省が定める「住宅局所管事業に係る標準建設費等

について」に規定する額をいう。【   年      円】 

 

 ２ 事業完了年月日        年  月  日 

 

３ 添付書類 

(1)  工事請負契約書の写し 

(2)  工事完了写真（工事前及び工事後の状況が分かるもの） 

(3) 廃棄物管理票の写し（Ｅ票） 

(4) 工事代金領収書（補助事業者が補助金の交付の請求及び受領を住宅の除却を行った者に委任する場合

は、補助事業に要した経費から補助金交付申請予定額を差し引いた額を支払ったことがわかる領収書）

の写し 

(5) 工事見積書（内訳明細の付いたもの）の写し 

(6)  その他市長が必要と認める書類 



 

様式第９号（第１０条関係） 

                                南 第   号  

                                年  月  日  

 

          様 

 

                          南国市長        印   

 

検査確認通知書 

 

    年  月  日付けで実績報告のありました南国市老朽住宅除却事業費補助金に係る事業については、

申請の内容に適合しているので、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第１０条の規定により通知します。 

 

記 

 

補助金交付予定額    金         円 



 

様式第１０号（第１１条関係）  

                                 年  月  日  

 

南国市長        様 

 

                            （〒   -    ） 

                       住  所 

                       フリガナ 

                  報告者  氏  名                印 

                       電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

補助金交付申請書 

 

     年  月  日付け  南 第   号により検査確認通知を受けた南国市老朽住宅除却事業費補助金

について、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第１１条の規定により申請します。 

 

記 

 

補助金交付申請額    金          円 



 

様式第１１号（第１２条関係） 

南国市指令第   号  

 

 

               様  

 

 

補助金交付決定通知書 

 

    年 月 日付けで交付申請のありました南国市老朽住宅除却事業費補助金については、下記のとおり補

助金額を決定したので、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第１２条の規定により通知します。 

 

    年  月  日 

 

南国市長        印   

 

記 

 

 １ 補助金交付決定額    金         円 

   

 

２ 交付の条件 

(1) この補助金は、この通知書により交付決定を受けた事業以外に使用してはならない。 

(2) 南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱を遵守すること。 

  (3) この補助金については、本市職員が調査し、又は監査委員が監査することがある。 



 

様式第１２号（第１３条関係） 

年  月  日  

 

 南国市長        様 

 

                            （〒   -    ） 

                       住  所 

                       フリガナ 

                  請求者  氏  名                印 

                       電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

補助金交付請求書 

 

     年  月  日付け南国市指令第   号により交付決定を受けた南国市老朽住宅除却事業費補助金に

ついて、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第１３条第１項の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

補助金交付請求額    金         円 

 

 

（付記）上記の補助金は、次の金融機関の口座に振り込んでください。 

１ 

ふ り が な   

口 座 の 名 義 
 

２ 金 融 機 関 名 
            農協            支所 
 
            銀行            支店 

３ 口座の種類及び番号 普通 ・ 当座 ＮＯ． 

 



 

様式第１３号（第１４条関係） 

年  月  日  

 

 南国市長        様 

 

                            （〒   -    ） 

                       所 在 地 

                       フリガナ 

                  請求者  名  称                 

                （施行事業者）代表者職・氏名            印 

                       電話番号  

                       （法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

                                 

 

補助金交付請求書（代理受領） 

 

     年  月  日付け南国市指令第   号により交付決定を受けた南国市老朽住宅除却事業費補助金に

ついて、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第１４条第２項の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

補助金交付請求額    金         円 

 

 

（付記）上記の補助金は、次の金融機関の口座に振り込んでください。 

１ 

ふ り が な   

口 座 の 名 義 
 

２ 金 融 機 関 名 
            農協            支所 
 
            銀行            支店 

３ 口座の種類及び番号 普通 ・ 当座 ＮＯ． 

 



 

様式第１４号（第１４条関係）  

                                 年  月  日  

 

南国市長        様 

 

 

代理受領に関する委任状 

 

  私は、   年  月  日付け南国市指令第   号により交付決定を受けた南国市老朽住宅除却事業費補

助金の交付の請求及び受領について、南国市老朽住宅除却事業費補助金交付要綱第１４条第２項の規定により、下

記のとおり委任します。 

 

記 

 

委任者（申請者） 

（〒   -    ） 

住  所 

 

   フリガナ 

氏  名                           印 

  

電話番号  

 

（法人にあっては、名称及び代表者の職・氏名） 

（法人以外の場合で本人自筆のときは押印不要） 

 

 

受任者（住宅の除却を請け負った者） 

（〒   -    ） 

所 在 地 

 

   フリガナ 

名  称                             

 

代表者職・氏名                       印 

（法人以外の場合で 本人自筆のときは押印不要） 

 

 電話番号  



 

別表（第２条関係） 

 

住宅の老朽度の測定基準（木造住宅） 

 

評定区分 
評定 

項目 
評 定 内 容 評点 

最高 

評点 

１ 
構造一般

の程度 

⑴ 基礎 

構造耐力上主要な部分である基礎が玉石である 

もの 
10 

 

45 
構造耐力上主要な部分である基礎がないもの 20  

⑵ 外壁 外壁の構造が粗悪なもの ※ 25  

２ 

構造の腐

朽又は破

壊の程度 

 ⑶ 基礎、 

  土台、又 

ははり 

柱が傾斜しているもの、土台又は柱が腐朽し、 

又は破損しているもの等小修理を要するもの 
25  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100 

 

基礎に不同沈下のあるもの、柱の傾斜が著しい 

 もの、はりが腐朽し、又は破損しているもの、 

 土台又は柱の数箇所に腐朽又は破損があるもの 

等大修理を要するもの 

50  

基礎、土台、柱又ははりの腐朽、破損又は変形 

 が著しく崩壊の危険のあるもの 
100  

⑷ 外壁 

※ 

外壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により、 

 下地の露出しているもの ※ 
15  

外壁の仕上材料の剥落、腐朽又は破損により、 

 著しく下地の露出しているもの又は壁体を貫通 

する穴を生じているもの ※ 

 

 

25 
 

⑸ 屋根 

屋根ぶき材料の一部に剥落又はずれがあり、雨 

漏りのあるもの 
15  

屋根ぶき材料に著しい剥落があるもの、軒の裏 

板、たる木等が腐朽したもの又は軒のたれ下 

がったもの 

25  

屋根が著しく変形したもの 50  

３ 

防火上又

は避難上

の構造の

程 度 

⑹ 外壁 

延焼のおそれのある外壁があるもの 10   

 

30 

 

延焼のおそれのある外壁の壁面数が３以上ある 

もの 
20  

⑺ 屋根 屋根が可燃性材料でふかれているもの 10  

４ 排水設備 ⑻ 雨水 雨樋がないもの 10  10 

  

 

  備考） 一の評定項目につき該当評定内容が２又は３ある場合においては、 

     当該評定項目についての評点は、該当評定内容に応ずる各評点のう 

     ち最も高い評点とする。 

 

※ 界壁の構造や仕上げ材の状況は、住宅内部に立ち入らないと判定できないため、対象としない。 

 

合計         点 


